
特別支援学校における運動部活動・クラブ活動の状況

①運動部・クラブの有無

②運動部・クラブの人数（延べ人数） ③重度・重複障害者の参加（重度・重複障害者在籍校のみ）

（出典）平成２５年度文部科学省委託事業「健常者と障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業
（地域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する調査研究）報告書」

○特別支援学校における運動部活動・クラブ活動が行われている学校は、高等部では58.6％、中学部では、37.2％、
小学部では9.4％にとどまっている。

総合型地域スポーツクラブにおける障害者の参加状況

（出典）平成24年度文部科学省委託事業「健常者と障害者のスポーツ・レクリエーション活動連携推進事業
（地域における障害者のスポーツ・レクリエーション活動に関する調査研究）報告書」

①総合型地域スポーツクラブにおける障害者の参加状況

②障害者が参加した経緯（複数回答）

○総合型地域スポーツクラブにおける障害者の参加状況は42.9％にとどまっている。
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障害者スポーツ指導員（初級）

18歳以上で、身近な障害のある人に、スポーツの生活化を促
進する。

障害者スポーツ指導員（上級）

中級障害者スポーツ指導員として3年以上の経験があ
る人が対象。主に都道府県レベルのリーダーとして活
動する。(全ｽﾎﾟ選手団の監督)

障害者スポーツコーチ

中級又は上級障害者ｽﾎﾟｰﾂ指導員資格を有し、競技団体の
ｺｰﾁとして活動経験があり、競技団体の推薦がある者。関係団
体と連携し、各種競技別の障害のある競技者の強化・育成を
行う。(ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸなどの国際大会の選手団の監督･ｺｰﾁ）

障害者スポーツ医

医師国家資格を5年以上経験し協会主催の講習会修了者。関係団体と連携し、障害者ｽﾎﾟｰﾂに対し医学的見地から障害者の健康維持･増進に寄与す
る。(ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸなどの国際大会の帯同医･医務員）

障害者スポーツトレーナー

PT、OT、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師、鍼･灸師等の国家資格、又は日体協公認のアスレティックトレーナー資格を有する者。障害者の
スポーツ活動に必要な身体のケア、安全管理を含めたコンディショニングを担当し、競技力の維持・向上の支援をする。

初級障害者スポーツ指導員として2年以上の経験がある
人が対象。主に都道府県レベルで活動する。(全ｽﾎﾟ選手
団のコーチ)

障害者スポーツ指導員（中級）

○地域の身近な障害者にスポーツの生活化を促進する「初級障害者スポーツ指導員」19,278名。
○障害者スポーツ指導員の数は過去20年間で大きく増加したが、ここ10年は横ばいとなっている。
○障害者スポーツ指導員のうち、13.7％が「活動する場がない」と感じている。

（出典） （公財）日本障がい者スポーツ協会調べ ※人数は各年12月31日時点
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19,278名
18時間以上の講習
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56時間以上の講習
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52時間の講習

394名

152名

132名

日本障がい者スポーツ協会公認障害者スポーツ指導者等の状況

障害者スポーツ団体のニーズ調査
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○協賛企業等から高額の支援を受けている団体がある一方、全く支援を受けていない団体も多数あり、
団体により大きな差がみられる。

○障害者スポーツ団体の支援ニーズは、日常活動支援、大会イベント支援、選手支援、事務局体制支援、
広報支援 の５つに分類される。

○多くの障害者スポーツ団体が事務局体制や運営資金等の活動の基盤のぜい弱さを課題として挙げている。

（出典）平成28年度スポーツ庁調べ

・ 障害者スポーツ団体を取り巻く状況を把握するため、76の障害者スポーツ団体を対象に支援ニー
ズ等に関する調査を実施し、48団体から回答を得た（回答率約63％）。
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障害者スポーツの直接観戦経験

（出典）日本財団パラリンピック研究会「国内外一般社会でのパラリンピックに関する認知と関心」報告書（平成26年11月）
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○我が国における、パラリンピックを除く障害者スポーツの直接観戦経験者は、4.7％にとどまっている。

スポーツ・身体活動による医療費抑制の事例

○地方自治体や民間企業、大学等によって様々なスポーツ・身体活動による医療費抑制の事業や取組、研究が行わ
れている。

（出典）文部科学省「平成２６年度スポーツ政策調査研究（スポーツの経済効果に関する調査研究）」より文部科学省作成

＜医療費抑制の試算＞
運動不足による過剰医療費割合 ７．７％
国民医療費（平成２５年度） ４０．４兆円 （＊厚生労働省保険局 「医療費等の将来見通し及び財政影響試算」）

運動不足による過剰医療費
平成２５年度：４０．４兆円×７．７％＝３兆１，１０８億円

～平成３２年度：３４９．２兆円×７．７％＝２６兆円８，８９３億円
（国民医療費の伸び率を年２．２％と試算）

（出典：「医療費分析による保健医療の効率評価に関する実証研究」（東北大学大学院医学系研究科 辻一郎教授）に基づく文部科学省試算）

筑波大学久野研究室、㈱つくばウエルネスリサーチ、新潟県見附市 2011

ス
ポ
ー
ツ
実
施
者
と
非
実
施
者

の
年
間
医
療
費
の
比
較

※

※ウォーキング、筋力トレーニング 等

＜e-Wellnessシステムの活用＞

株式会社つくばウエルネスリサーチが中心となり、多くの
住民に対して個別指導と継続支援を可能とする運動・栄
養プログラムを提供する管理システム。
新潟県見附市における「e-Wellnessシステム」を活用した
プログラムの実証実験結果では、プログラム開始3年後の
運動継続者の年間１人当たりの医療費は、104,234円の
削減となった。

＜三重県いなべ市：介護予防・健康増進活動「元気づくりシステム」＞

三重県いなべ市が（一社）元気クラブいなべに事業委託を実施している介護予防・健康増進活動。
運動体験プログラムとしてストレッチ、ウォーキング、ボール運動などを実施。
2008年度レセプト上での参加者全体（588人）の国保の国民医療費削減額は約4,600万円。

yshibusawa
テキスト ボックス
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2012年

時点

17,522 17,225 

32,961 
21,148 

19,166 

16,670 小売

スポーツ施設業

興行・放送等

（億円）
約７兆円

約５.５兆円

名目GDP
約473兆円

日本のスポーツ市場規模の試算

○日本政策投資銀行が、2015年3月時点における、2002年当時および2012年時点の両年の産業規
模を比較したもの。

名目GDP
約498兆円

※項目については、教育、公営競技を除いて算出
（出典）株式会社日本政策投資銀行「2020年を契機としたスポーツ産業の発展可能性および企業によるスポーツ支援」

（2015年5月発表）より文部科学省作成

（専門店/百貨店/量販店）

（ゴルフ場/フィットネスクラブ/スキー場 等）

（野球/サッカー/相撲/旅行/放送・新聞 等）

スポーツ目的の訪日外国人旅行者数・スポーツツーリズム関連消費額の推移

○スポーツ目的の訪日外国人旅行者数は、2013年以降増加に転じ、2015年には2012年対比：約2.3倍にまで伸長し
ている。一方、国内のスポーツツーリズム関連消費額は、2,000億円前後での推移が続いている。

（出典・算出根拠）
日本政府観光局公表の訪日外国人旅行者数に，「訪日外国人消費動向調査」
（観光庁）における「今回の日本滞在中にしたこと（複数回答）」のうち「ゴルフ」，
「スキー・スノーボード」，「スポーツ観戦（相撲・サッカーなど）」の選択率を乗じて算出。

スポーツ目的の訪日外国人旅行者数 スポーツツーリズム関連消費額

（出典・算出根拠）
「旅行・観光動向調査」（観光庁）における旅行消費額のうち，観光・レクリエーション
目的の旅行における「スポーツ施設」，「スキー場リフト代」，「スポーツ観戦・芸術鑑賞」
に係る消費額を合計して算出。
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今後開催予定の国際競技大会一覧

開催年 大会名 開催場所 期間

平成29年
（2017年）

第8回アジア冬季競技大会 札幌市、帯広市 2/19～2/26

平成30年
（2018年）

第18回アジアジュニア陸上競技選手権 岐阜市 6/7～6/10

FISU世界大学空手道選手権大会 神戸市 7/19～7/22

ソフトボール女子世界選手権 千葉県 7～8月

IPCパワーリフティングアジアオープン選手権大会 北九州市 9/8～9/12

2018女子バレーボール世界選手権 未定 未定

平成31年
（2019年）

柔道世界選手権 東京都 8月後半

ラグビーワールドカップ2019 東京都 ほか 9/20～11/2

女子ハンドボール世界選手権 熊本県 12月

FIVBバレーボールワールドカップ2019 未定 未定

平成32年
（2020年）

第32回オリンピック競技大会 東京都 ほか 7/24～8/9

第16回パラリンピック競技大会 東京都 ほか 8/25～9/6

平成33年
（2021年)

ワールドマスターズゲームズ2021関西 関西圏 5/15～30

世界水泳選手権2021 福岡市 未定

平成38年
（2026年）

第20回アジア競技大会 愛知県・名古屋市 未定

（出典）各大会資料などよりスポーツ庁作成

IF役員状況一覧

（出典）スポーツ庁調べ

No ＩＦ名 氏名
現職（ＩＦ役職） 現職（ＮＦ役職）

役職 在任期間

1 サッカー 田嶋幸三 理事 2015～2019年 会長

2 陸上 横川 浩 理事 2015～2019年 会長

3
柔道

山下泰裕 理事 2015～2017年 副会長

4 上村春樹 理事 2015～2017年 顧問

5 アーチェリー 秦 浩太郎 理事 2015～2019年 国際部長

6 カーリング 小川豊和 理事 2015～2019年 環境委員会委員長

7 ラグビー 河野一郎 理事（日本代表） 2016～任期なし 理事

8 体操 渡辺守成 会長 2017～2021年 専務理事

9 トライアスロン 大塚眞一郎 副会長 2016～2020年 専務理事

10 卓球 前原正浩 執行副会長 2013～2016年 専務理事

11 バレー 木村憲治 理事 2016～2020年 会長

12 セーリング 大谷たかを 理事（評議員） 1998～2020年 参与

13 スキー 村里敏彰 副会長 2016～2018年 理事

14 スケート 平松純子 理事 2016～2018年 理事

15 水泳 佐野和夫 理事 2013～2017年 名誉顧問

16 カヌー 成田昌憲 常任理事 2013～2017年 会長

17 ハンドボール 渡邊佳英 アジア代表理事 2013～2017年 会長

18 フェンシング 太田雄貴 理事 2017～2021年 －

19 レスリング 富山英明 理事 2014～2018年 常務理事

20 ボート 細淵雅邦 理事 2017～2018年 理事

21 ゴルフ 平山伸子 理事 2016～2020年 理事

22 空手 奈蔵稔久 事務総長 2014～2018年 理事

23 野球・ソフト 宇津木妙子 理事 2014～2021年 副会長

※第二期スポーツ基本計画に記載されているIF等の役員数25名には、
上記に加え、竹田恆和IOC委員、山脇康IPC委員も含む。
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オリンピック・パラリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（夏季、冬季）

○オリンピック競技大会におけるメダル獲得数の最多は、夏季大会は、リオデジャネイロ大会（2016）の
41個、冬季大会は、長野大会（1998）の10個。

○パラリンピック競技大会における金メダル獲得ランキングの最高は、夏季大会は、アトランタ大会
（1996)及びアテネ大会（2004）の10位、冬季大会は、長野大会（1998）の４位。

オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（夏季） オリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（冬季）

（注）文部科学省作成。金メダル獲得率は日本の獲得金メダル数を大会毎の種目数（国際オリンピック委員会ホームページ参照）で除すことにより算出した。

開催年 開催都市（国）
メダル獲得数 金メダル

金 銀 銅 計 獲得率 順位

1964 東京（日本） 16 5 8 29 9.8% 3

1992 バルセロナ（スペイン） 3 8 11 22 1.2% 17

1996 アトランタ（米国） 3 6 5 14 1.1% 23

2000 シドニー（オーストラリア） 5 8 5 18 1.7% 15

2004 アテネ（ギリシャ） 16 9 12 37 5.3% 5

2008 北京（中国） 9 6 10 25 3.0% 8

2012 ロンドン（英国） 7 14 17 38 2.3% 10

2016 リオデジャネイロ（ブラジル） 12 8 21 41 3.9% 6

開催年 開催都市（国）
メダル獲得数 金メダル

金 銀 銅 計 獲得率 順位

1972 札幌（日本） 1 1 1 3 2.9% 11

1992 アルベールビル（フランス） 1 2 4 7 1.8% 11

1994 リレハンメル（ノルウェー） 1 2 2 5 1.6% 11

1998 長野（日本） 5 1 4 10 7.4% 7

2002 ソルトレイクシティ（米国） 0 1 1 2 0.0% 21

2006 トリノ（イタリア） 1 0 0 1 1.2% 18

2010 バンクーバー（カナダ） 0 3 2 5 0.0% 20

2014 ソチ（ロシア） 1 4 3 8 1.0% 17

パラリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（夏季） パラリンピック競技大会におけるメダル獲得状況（冬季）

開催年 開催都市（国）
メダル獲得数 金メダル

金 銀 銅 計 獲得率 順位

1992 バルセロナ（スペイン） 8 7 15 30 1.6% 16

1996 アトランタ（米国） 14 10 13 37 2.7% 10

2000 シドニー（オーストラリア） 13 17 11 41 2.4% 12

2004 アテネ（ギリシャ） 17 15 20 52 3.3% 10

2008 北京（中国） 5 14 8 27 1.1% 17

2012 ロンドン（英国） 5 5 6 16 1.0% 24

2016 リオデジャネイロ（ブラジル） 0 10 14 24 0.0% 64

開催年 開催都市（国）
メダル獲得数 金メダル

金 銀 銅 計 獲得率 順位

1992 アルベールビル（フランス） 0 0 2 2 0.0% 19

1994 リレハンメル（ノルウェー） 0 3 3 6 0.0% 18

1998 長野（日本） 12 16 13 41 9.8% 4

2002 ソルトレイクシティ（米国） 0 0 3 3 0.0% 22

2006 トリノ（イタリア） 2 5 2 9 3.4% 8

2010 バンクーバー（カナダ） 3 3 5 11 4.7% 8

2014 ソチ（ロシア） 3 1 2 6 4.2% 6

（注）厚生労働省（～2012年ロンドン）・文部科学省（2014年ソチ～）作成。金メダル獲得率は日本の獲得金メダル数を大会毎の金メダル数（国際パラリンピック委員会ホームページ参照）で除すことにより算出した。

○第30回オリンピック競技大会（ロンドン）
・2012年（平成24年）
7月27日（金）～8月12日（日）
・204か国・地域
・26競技、302種目 参加選手数 約10,500人

○第14回パラリンピック競技大会（ロンドン）
・2012年（平成24年）
8月29日（水）～9月9日（日）
・164か国・地域
・20競技・503種目 参加選手数 約4,200人

2020年（平成32年）
7月24日（金）～8月9日（日）

第32回オリンピック競技大会
2020年（平成32年）

8月25日（火）～9月6日（日）

第16回パラリンピック競技大会

アーチェリー、陸上競技、バドミントン、ボッチャ、カヌー、自転車、
馬術、5人制サッカー、ゴールボール、柔道、パワーリフティング、
ボート、射撃、シッティングバレーボール、水泳、卓球、テコンドー、
トライアスロン、車椅子バスケットボール、
車いすフェンシング、ウィルチェアーラグビー、車いすテニス

陸上競技、水泳、サッカー、テニス、ボート、ホッケー、ボクシング、
バレーボール、体操、バスケットボール、レスリング、セーリング、
ウエイトリフティング、ハンドボール、自転車競技、卓球、馬術、
フェンシング、柔道、バドミントン、射撃、近代五種、カヌー、
アーチェリー、テコンドー、トライアスロン、ゴルフ、ラグビー、
野球・ソフトボール、空手、スケートボード、スポーツクライミング、
サーフィン
※ 下線の競技は2020年東京大会の追加種目

33競技 22競技

○第18回オリンピック競技大会（東京）
・1964年（昭和39年）
10月10日（土）～10月24日（土）
・93か国・地域
・20競技、163種目 参加選手数 約5,100人

○第2回パラリンピック競技大会【愛称】（東京）
・1964年（昭和39年）
11月8日（日）～11月12日（木）
・21か国・地域
・9競技・144種目 参加選手数 約370人

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の概要
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データの集約・蓄積
一元管理

◉ ハイパフォーマンスセンターにおけるメディカル、トレーニング、競技映像、栄養などの各
種情報を一元的に管理し、トップアスリートが必要な情報を迅速に取得できるシステム
を構築し、2020年東京大会等に向けた効果的・効率的な強化活動を実現するとと
もに、トップアスリートのビッグデータを活用したスポーツ医・科学研究等を促進する。

◉ 競技用具の機能を向上させる技術等を開発するための体制を整
備し、2020年東京大会等に向けた我が国アスリートのメダル獲得
の優位性を確実に向上させる。

ナショナルトレーニングセンター
（NTC）

国立スポーツ科学センター
（JISS）

◉ 多様化・複雑化するハイパフォーマンスに関する情報の世界的な競争の中で、各国の
メダル獲得戦略、選手強化方法などのあらゆる情報を先行して収集し、研究・分析
結果を競技団体の強化戦略プラン等に反映して用意周到な準備を行い、大会本番
でのパフォーマンスの最大化を図る。 一体的な

機能構築

アスリート・
データセンター

アスリート
サポート
システム

インターネット

迅速なチェック・分析
トレーニングプランの
改善など

トップアスリートのビッグ
データを活用したス
ポーツ医・科学研究
等の促進

スポーツ技術・
開発センター

スポーツ・
インテリジェンスセンター

ハイパフォーマンスセンター
（Japan High Performance Sport Center）

卓 越 性
（情報一元化戦略）国 際 性

（スポーツ・インテリジェンス戦略）

持続性・連携性
（テクノロジー戦略）

循 環循 環

循 環

高地
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ

屋外系
競技

冬季競技
海洋・

水辺系競技

●ｻｯｶｰ
●ﾎｯｹｰ
●自転車
●馬術
●ｺﾞﾙﾌ

●ﾗｸﾞﾋﾞｰ

●ﾗｲﾌﾙ射撃
●ｸﾚｰ射撃
●ｱｰﾁｪﾘｰ
●近代五種
●ﾄﾗｲｱｽﾛﾝ

●ｽｷｰｼﾞｬﾝﾌﾟ
●ｽﾋﾟｰﾄﾞｽｹｰﾄ
●ｼｮｰﾄﾄﾗｯｸ
●ﾌｨｷﾞｭｱｽｹｰﾄ
●ｽｷｰﾉﾙﾃﾞｨｯｸ複合
●ﾎﾞﾌﾞｽﾚｰ・ﾘｭｰｼﾞｭ
●ｱｲｽﾎｯｹｰ

●ﾊﾞｲｱｽﾛﾝ
●ｶｰﾘﾝｸﾞ

●ﾎﾞｰﾄ
●ｾｰﾘﾝｸﾞ
●ｶﾇｰｽﾌﾟﾘﾝﾄ
●ｶﾇｰｽﾗﾛｰﾑ

冬季、海洋・水辺系、屋外系のオリンピック競技、高地トレーニング及びパラリンピック競技については、既存のトレーニング施設を活用し、競技別のＮＴＣに指定。
NTC競技別強化拠点に指定された施設では、ナショナルチームの強化やトップレベルのジュニア競技者の計画的な育成を行うための施設の優先・専有利用やトレーニング場の競技条件の向上、科学的なトレーニングを行うための

医・科学サポートや情報ネットワーク化を図り、施設を活用した事業を実施。

ＮＴＣ競技別強化拠点

ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ
競技

●自転車（ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ競技と共同利用）

● 陸上競技
●車いすﾃﾆｽ
●ﾄﾗｲｱｽﾛﾝ（ｵﾘﾝﾋｯｸ競技と共同利用）

●5人制ｻｯｶｰ
●ﾊﾞｲｱｽﾛﾝ
●ｱｲｽｽﾚｯｼﾞﾎｯｹｰ
●車椅子ﾊﾞｽｹｯﾄﾎﾞｰﾙ
●ボッチャ
●パワーリフティング
●シッティングバレーボール

（オリンピック競技 22競技等28施設）
（パラリンピック競技 11競技 11施設）

その他
競技

●水泳（飛込）

ネットワーク

ハイパフォーマンスセンターと強化拠点

冬季競技
❶スキー（ジャンプ）

札幌市ジャンプ競技場
（大倉山、宮の森）

❷バイアスロン
西岡バイアスロン競技場

❸アイスホッケー
苫小牧白鳥アリーナ

❹スピードスケート
帯広の森屋内
スピードスケート場

「明治北海道十勝オーバル」

❺スキー
（ノルディック複合）
白馬ジャンプ競技場
白馬クロスカントリー
競技場

❻ボブスレー・リュージュ
長野市ボブスレー・
リュージュパーク
「スパイラル」

❼スピードスケート
長野市オリンピック

記念アリーナ
「エムウエーブ」

❽ショートトラック
帝産アイススケート
トレーニングセンター

❾カーリング
軽井沢風越公園
カーリングホール
「軽井沢アイスパーク」

❿フィギュアスケート
中京大学アイスアリーナ
「オーロラリンク」

海洋・水辺系競技
❶カヌー（スラローム）

富山市
スポーツ・
カヌーセンター

❷カヌー（スプリント）
木場潟カヌー競技場

❸ボート
戸田公園漕艇場及び
国立戸田艇庫

❹セーリング
和歌山マリーナ

「ディンギーマリーナ」

➋高地トレーニング
蔵王坊平アスリート
ヴィレッジ

❶高地トレーニング
飛騨御嶽高原
高地トレーニング
エリア

高地トレーニング

屋外系競技
❶ライフル射撃

埼玉県長瀞射撃場

❷ラグビー
熊谷スポーツ文化公園

❸近代五種
自衛隊体育学校

➍クレー射撃
神奈川県立
伊勢原射撃場

➎馬術
御殿場市馬術

・スポーツセンター

❻自転車
日本サイクル
スポーツセンター
※パラと共同利用

➐アーチェリー
ヤマハリゾート

「つま恋」
アーチェリー競技場

➑ホッケー
川崎重工
ホッケースタジアム

➊水泳（飛込）
東京辰巳
国際水泳場

➒サッカー
堺市立サッカー
・ナショナル
トレーニング
センター

➓ゴルフ
フェニックス・
シーガイア・
リゾート

⓫トライアスロン
フェニックス・
シーガイア・
リゾート
及び周辺エリア
※パラと共同利用

❶
❷
❸

❹

❺❻
❼
❽
❾

❿

❶❷

❸

❹

❶

❷

❶❷
❸➊
➍➎

➏➐

➑

➒

➓
⓫

その他競技

パラリンピック競技
❶自転車

日本サイクル
スポーツセンター
※オリと共同利用

（ H.2９.1.27現在）
オリンピック競技 2２競技等2８施設
パラリンピック競技 １１競技 １１施設

❷陸上競技
田辺スポーツパーク

（南紀田辺スポーツ
センター）

❸車いすテニス
吉田記念テニス
研修センター

➍トライアスロン
フェニックス・
シーガイア・リゾート
及び周辺エリア
※オリと共同利用

➎５人制サッカー
ZOZOPARK HONDA   
FOOTBALL AREA

❻バイアスロン
網走射撃場及び

周辺エリア

➐アイススレッジホッケー
やまびこスケートの森
アイスアリーナ

❷

❸

➍

➎

➏

➐

❶

❽車椅子バスケットボール
千葉ポートアリーナ

❾ボッチャ
大阪市舞洲障がい

者
スポーツセンター

❿パワーリフティン
グ
京都府立心身障害者
福祉センター体育館

❽

❾
❿⓫

⓫シッティングバレーボール

姫路市役所北別館

ナショナルトレーニングセンター競技別強化拠点指定施設一覧
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○JOC・日体協及びその加盟・準加盟団体の合計では６９．５％、日本障がい者スポーツ協会加盟・準加盟団体の合
計では１８．２％となっている。

*日本スポーツ芸術協会を除く。
**重複を避けるため、ＪＯＣ加盟・準加盟団体を除く。また、都道府県体協を除く。

（出典）公益財団法人日本スポーツ仲裁機構HP http://www.jsaa.jp/doc/arbitrationclause.html に基づき文部科学省作成

（平成２７年９月２９日現在）

補足：自動受諾条項を採択している団体とは、スポーツ団体のなした決定に対する不服について競技者等が仲裁申立てを行った場合に、
スポーツ仲裁を利用し紛争解決を行うという意思表示を行っている団体のこと。

採択済み 未採択 検討中 不明 合計 採択率

JOC・日体協・日本障がい
者スポーツ協会

3 0 0 0 3 100%

JOC加盟・準加盟団体* 48 5 6 3 62 77.4%

日体協加盟・準加盟団体** 6 4 1 6 17 35.3%

小計 57 9 7 9 82 69.5%

採択済み 未採択 検討中 不明 合計 採択率

都道府県体協 21 17 8 1 47 44.7%

採択済み 未採択 検討中 不明 合計 採択率

日本障がい者スポーツ協
会加盟・準加盟団体

14 9 40 14 77 18.2%

スポーツ仲裁自動受託条項の採択状況

アンチ・ドーピング体制図

ユネスコ
「スポーツにおけるドーピングの防
止に関する国際規約」締約１７４か国

世界ドーピング
防止機構(WADA)

・世界ドーピング防止規程の策定
・教育・普及、研究・開発
・各国・地域ドーピング防止活動支援

World Anti-Doping Agency

･会長(IOC副会長）
･常任理事 5名
･理事 18名
1.国際ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ委員会(IOC)
2.国際ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ委員会
(IPC)
3.国内ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ委員会連合

(ANOC)
4.ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ夏季大会競技団
体連合(ASOIF)
5.国際競技団体連合
(GAISF)
6.ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ冬季大会競技団
体連合(AIWF)
7.IOCｱｽﾘｰﾄ委員会

スポーツ界代表

･副会長(南ｱﾌﾘｶ）
･常任理事 5名
ｱｼﾞｱ: 日本
ｵｾｱﾆｱ: ｵｰｽﾄﾗﾘｱ
米大陸: ﾍﾟﾙｰ
ｱﾌﾘｶ:ｺｰﾄ･ｼﾞﾎﾞｱｰﾙ
欧州: ﾌﾗﾝｽ

･理事 18名
ｱｼﾞｱ: 日本/中国/

韓国/ｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱ

各国政府代表

文部科学省

・Sport for Tomorrow 国際ｱﾝﾁ･ﾄﾞｰﾋﾟﾝｸﾞ強化支援事業
・教育・普及、人材育成事業、研究開発事業
・ユネスコ、WADAへの参画

日本アンチ・ドーピング機構
Japan Anti-Doping Agency

日本スポーツ振興
センター(JSC)

・インテリジェンス活動
・規律パネル運用

日本オリンピック
委員会 (JOC)

日本パラリンピック
委員会 (JPC) 各競技団体 日本体育協会

選手に対する教育・啓発活動の実施

検査結果等に対する不服申し立
ての審査

日本スポーツ仲裁機構
<WADA認定分析機関>
ドーピング検体の分析・保管

(株)LSIメディエンス

国内体制締約

支援・協力

・ドーピング検査企画・実施
・教育・普及、研究
・ドーピング検査員養成

ドーピング検査に関する研究
日本分析センター
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※一般会計の当初予算のみ計上（補正予算及び復興特別会計は除く）。

※平成27年10月1日にスポーツ庁設置。

※H29年度は、政府予算案額。

（年度）

スポーツ関係予算（文部科学省）の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

（百万円）

19,000

22,74022,529
22,790 23,543

24,328 25,528

28,976

32,360
33,393

（出典）総務省（自治省）「地方財政統計年報」に基づき文部科学省作成

○地方歳出合計に占めるスポーツ関係経費は、平成7年度をピークに減少傾向であったが、平成24年度より増額傾向
となり、平成26年度は平成25年度より485億円の増加となっている。

地方におけるスポーツ振興財源

0.88%

1.02%

0.59%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

1.0%

1.2%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

（単位：億円）

（年度（平成））

地方歳出合計に占める ス

ポーツ関係経費の割合 平成7年度：スポーツ関係経費がピーク
合計 1兆84億円
うち普通建設事業費 6,016億円

平成26年度： 合計 5,826億円
うち普通建設事業費 2,055億円

（平成25年度より485億円増）

普通建設事業

人件費

物件費

扶助費、補助費等

その他 維持補修費
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○スポーツ振興くじの平成２８年度の売上額は、約１，０８４億円。

スポーツ振興くじの売上額の推移

（出典）スポーツ庁調べ

億円

○平成２８年度のスポーツ振興くじ助成金額は約２３６億円。

助成金額の推移 28年度助成金額の内訳

【年度】 （注） H28は配分額

※ 「特定目的資金」として積み立てた資金を財源とする助成

スポーツ振興くじ 助成実績

【百万円】
【百万円】
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188

1351

1218

990

850

876

794

812

748

807

797

859

865

839

541

555

568

528

579

890

1135
1357

1313

855

971

1318

1399

0

200

400
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1200

1400

1600

H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

年度

○スポーツ振興基金は、約２８２．５億円（国からの出資金２３７．５億円と、民間からの寄附金約４５億円）を原資とす
る運用益等を財源にしている。

○平成２８年度のスポーツ振興基金助成金額は約１４億円。

助成金額の推移 28年度助成金額の内訳

（出典）スポーツ庁調べ

【助成金額（百万円）】

（注）totoからの繰入額は選手・指導者研さん活動助成、
アスリート助成に充当

スポーツ振興基金 助成実績

（注） H28は配分額

都道府県・市区町村のスポーツ政策に係る計画の策定状況

○都道府県のうち、スポーツ推進計画を策定している割合は平成28年３月の時点で91.5％である。
○市区町村のうち、スポーツ推進計画を策定している割合は平成28年３月の時点で34.1％である。
○人口規模が小さい市区町村ほど策定割合は低い。

※平27年に存在する1,718市区町村
中、1,188が回答

(出典)笹川スポーツ財団「スポーツ振興に関する全自治体調査２０１５」

(平成28年３月時点）

7.0%

16.3%

35.5%

53.9%

62.6%

75.0%

86.7%

3.3%

4.6%

4.7%

4.4%

0.8%

3.6%

3.3%

88.6%

77.8%

58.6%

41.7%

35.8%

21.4%

10.0%

1.1%

1.3%

1.2%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1万人未満 (n=272)

1万人以上3万人未満
(n=306)

3万人以上5万人未満
(n=169)

5万人以上10万人未満
(n=204)

10万人以上20万人未満
(n=123)

20万人以上50万人未満
(n=84)

50万人以上 (n=30)

計画がある 過去には計画があったが、現在はない これまで計画を策定したことはない 無回答

図表１ スポーツ推進計画の策定状況

図表２ スポーツ推進計画の策定状況（市区町村・人口規模別）
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3.8%
61.3%

0.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

都道府県 (n=47)

市区町村 (n=1188)

計画がある 過去には計画があったが、現在はない これまで計画を策定したことはない 無回答
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28ス庁第163号

ス ポ ー ツ 審 議 会

次に掲げる事項について，別紙理由を添えて諮問します。

第２期スポーツ基本計画の策定について

平成28年６月１日

ス ポ ー ツ 庁 長 官 鈴 木 大 地
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（理由）

平成23年に制定されたスポーツ基本法においては，スポ－ツは，世界共通の人類の

文化であり，国民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む上で不可欠な

ものであるとともに，スポーツを通じて幸福で豊かな生活を営むことは全ての人々の

権利であるとされている。

また同法において，スポ－ツは，青少年の健全育成や，地域社会の再生，心身の健

康の保持増進，社会・経済の活力の創造，我が国の国際的地位の向上など，国民生活

において多面にわたる役割を果たすものとされている。

このようなスポーツ基本法に掲げられた「スポーツの価値」を実現するため，文部

科学省においては，国，地方公共団体及びスポーツ団体等の関係者が一体となってス

ポーツ立国を実現していく重要な指針として，「スポーツ基本計画」を平成24年３月に

策定し，平成24年度から28年度までの５年間に総合的かつ計画的に取り組むべき施策

等を掲げ，スポーツの振興に取り組んできた。

この結果，例えば，子どもの体力の低下傾向に概ね歯止めがかかるとともに，ロン

ドンオリンピックにおける総メダル獲得数が過去最高となるなど，一定の成果が認め

られる。しかし，なお計画に掲げる目標には達していないなどの課題が残されている。

その間，2020年オリンピック・パラリンピック競技大会の東京開催が決定するとと

もに，スポーツ行政を総合的・一体的に推進するためのスポーツ庁が昨年10月に創設

され，昨年行った内閣府の世論調査では「大会に関心がある」とする者が８割を超え

ているなど，スポーツに対する国民の注目がこれまでになく高まっている。

一方で，スポーツ選手による賭博やドーピング違反，指導者による体罰など，スポ

ーツ界への信頼が脅かされる状況が生じている。スポーツ界においてコンプライアン

ス，ガバナンスを徹底するとともに，その前提であるインテグリティ（高潔性・健全

性），フェアプレーを確保することは，スポーツの価値を社会に広めていくための前提

であり，スポーツに関わる全ての人々が一丸となって取り組むことが急務である。

以上のことを踏まえつつ，平成29年度からの第２期スポーツ基本計画を策定するに

当たり，計画に盛り込むべき内容として，主に次の事項を中心にご審議をお願いした

い。

第一に，平成24年３月に策定されたスポーツ基本計画に基づき，これまで約５年間

にわたり講じられてきた諸施策の達成状況や，昨今の社会情勢の変化を踏まえた諸課

題を検証・評価していただきたい。
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第二に，スポーツ基本計画は，スポーツの振興に関する国の取組等を実現させるこ

とはもとより、多面にわたるスポーツの価値を高め，広く国民に伝えていくことを目

的とするものであり，計画が目指す方向性をできるだけわかりやすく簡潔に示し，国

民向けに発信できるよう，特に以下の点について検討いただきたい。

○ 第２期スポーツ基本計画の策定に向けた検討においては，スポーツを「する」「観

る」「支える」などスポーツに関わる全ての人々が，スポーツを通じてその価値を学

び，具体化・共有することにより，スポーツを国民の文化として根付かせることを

基軸とすること。

○ その前提として，スポーツ界全体のコンプライアンスやインテグリティの徹底を

図り，国民から信頼を確保することにも留意すること。

○ スポーツは積極的に社会を変える重要な媒体となり得るものであり，例えば，ス

ポーツを通じて障害者，女性，子供，高齢者等の社会参画が促され，周囲の人々の

意識改革が図られることで「共生社会」の実現につながっていく。このように，ス

ポーツを通じて社会の発展や変革が実現するというスポーツの価値についても，国

民の実感が湧くような形で具体的に示すこと。

○ その際，2020年東京大会等を好機としてスポーツの価値を飛躍的に高めるととも

に，大会後のレガシーとして確実に引き継がれ，持続するよう配慮すること。

第三に，第２期スポーツ基本計画の具体的内容については，第二に掲げる点に留意

しつつ，以下のような視点からご検討いただきたい。

○ スポーツの価値の実現に係る方策について検討し，現行の計画における７つの政

策目標にとらわれることなく，簡潔な形で施策等の体系化を図ること。

○ スポーツの各政策分野を横断する視点として，スポーツ環境整備の基盤となる「人

材」や「場」といった切り口から包括的に検討すること。

○ スポーツ庁の創設を踏まえ，スポーツを通じた健康増進や地域活性化，国際交流

及び貢献の拡充，スポーツビジネスの拡大など，スポーツ庁として関係省庁や関係

団体の中核となって取り組む政策を積極的に取り入れること。

第四に，各々の政策目標や具体的施策について，達成状況の検証が事後に適切に行

えるよう，できる限り成果指標を設定していただきたい。

また，スポーツ基本法に基づき，地方公共団体が地方スポーツ推進計画を策定する

に当たっての指針となるよう，国と地方公共団体が一体となって果たすべき役割につ

いてもご留意いただきたい。

以上の点について，自由闊達にご審議いただき，今年度中に，今後のスポーツ施策

の推進についての基本的方針及び諸方策をご提示いただきたい。これが今回の諮問を

行う理由である。
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スポーツ審議会総会 スポーツ基本計画部会

平成28年
 　　　 6月１日

諮問
部会の設置

6月29日 現行計画の進捗状況と課題

7月5日 関係団体からのヒアリング①

7月25日 関係団体からのヒアリング②

8月29日

9月29日 次期計画における主要課題①

10月14日 次期計画における主要課題②

10月27日 次期計画の骨子案

11月18日 素案

12月6日 中間報告案

12月22日

平成29年

　　　２月15日

３月１日
答　　申

※中間報告のパブリックコメント（12月27日～１月25日）

スポーツ審議会総会及びスポーツ基本計画部会における審議の経過

スポーツ基本計画のミッションについて
（「スポーツの価値」の具体化　等）

中間報告案（審議・決定）

中間報告のパブリックコメントの結果、答申案審議
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第１期スポーツ審議会委員 

（平成２７年１１月３０日発令） 

泉    正 文 公益財団法人日本体育協会専務理事 

伊 藤  数 子 特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ代表理事、株式会社パステルラボ代表取

締役社長 

上 治 丈太郎 一般社団法人日本スポーツツーリズム機構理事、公益財団法人ミズノス

ポーツ振興会評議員 

大日方 邦 子 一般社団法人日本パラリンピアンズ協会副会長、日本パラリンピック委

員会運営委員会委員 

境 田  正 樹 東京大学理事、弁護士 

佐 藤   満 公益財団法人日本レスリング協会情報戦略委員長、専修大学経営学部教

授 

庄 野 菜穂子 ライフスタイル医科学研究所所長、公益社団法人日本医師会健康スポー

ツ医学委員会委員、西九州大学健康福祉学部教授 

鈴 木  秀 典 公益財団法人日本アンチ・ドーピング機構会長、日本医科大学大学院教

授 

髙 橋   和 子 公益社団法人日本女子体育連盟会長、横浜国立大学教育人間科学部教授 

高 橋  尚 子 公益財団法人日本陸上競技連盟理事、公益財団法人日本オリンピック委

員会理事、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組

織委員会アスリート委員会委員長、スポーツキャスター 

高 橋  はるみ 北海道知事 

竹 田   恆 和 公益財団法人日本オリンピック委員会会長、国際オリンピック委員会委

員、公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員

会副会長 

田 嶋  幸 三 国際サッカー連盟理事、公益財団法人日本サッカー協会会長 

田 邉  陽 子 日本大学法学部准教授 

○友 添  秀 則 早稲田大学スポーツ科学学術院教授 

根 木   慎 志 一般社団法人日本パラリンピアンズ協会副会長、日本パラリンピック委

員会運営委員会委員 

山 本   一 郎 ＪＸホールディングス株式会社常務執行役員総務部長、公益財団法人日

本バスケットボール協会理事、一般社団法人日本経済団体連合会オリン

ピック・パラリンピック等推進委員会企画部会長 

◎山 脇    康 日本郵船株式会社アドバイザー、国際パラリンピック委員会理事、公益

財団法人日本障がい者スポーツ協会理事、日本パラリンピック委員会委

員長 

結 城  和香子 読売新聞編集委員 

渡 邉  一 利 公益財団法人笹川スポーツ財団専務理事 

◎：会長 ○：会長代理    （５０音順、敬称略）（役職は平成２８年１２月２２日現在） 

- 69-



スポーツ審議会 スポーツ基本計画部会委員
（平成２８年６月１４日発令）

朝原 宣治 大阪ガス株式会社近畿圏部地域活力創造チームマネジャー
一般社団法人アスリートネットワーク副理事長

○泉 正文 公益財団法人日本体育協会専務理事

伊藤 数子 特定非営利活動法人ＳＴＡＮＤ代表理事
株式会社パステルラボ代表取締役社長

大塚眞一郎 国際トライアスロン連合副会長
公益社団法人日本トライアスロン連合専務理事
公益財団法人日本オリンピック委員会理事

久木留 毅 独立行政法人日本スポーツ振興センターハイパフォーマン
ス戦略部部長、専修大学文学部教授

久住 時男 新潟県見附市長
スマートウエルネスシティ首長研究会会長

桑田 健秀 特定非営利活動法人地域総合スポーツ倶楽部ピボットフッ
ト理事長、一般社団法人全国スポーツクラブコミッション
理事

境田 正樹 東京大学理事、弁護士

髙橋 秀文 公益財団法人日本障がい者スポーツ協会常務理事
日本パラリンピック委員会副委員長
東京ガス株式会社顧問

田口 亜希 一般社団法人日本パラリンピアンズ協会理事
公益財団法人東京オリンピック・パラリンピック競技大会
組織委員会アスリート委員
日本郵船株式会社 人事グループ 社会貢献推進チーム

田中ｳﾙｳﾞｪ京 株式会社ポリゴン代表取締役
びわこ成蹊スポーツ大学客員教授

◎友添 秀則 早稲田大学スポーツ科学学術院教授

萩 裕美子 東海大学大学院体育学研究科長・教授

原田 宗彦 早稲田大学スポーツ科学学術院教授
一般社団法人日本スポーツツーリズム推進機構代表理事
公益社団法人スポーツ健康産業団体連合会業務執行理事・
副会長

福井 烈 公益財団法人日本オリンピック委員会常務理事
ナショナルトレーニングセンター副センター長

増子 恵美 一般社団法人日本パラリンピアンズ協会理事
公益財団法人福島県障がい者スポーツ協会書記

結城和香子 読売新聞編集委員

和久 貴洋 独立行政法人日本スポーツ振興センター情報・国際部長

◎：部会長 ○：部会長代理 ※五十音順、敬称略。役職は平成２８年１２月２２日現在。
※下線はスポーツ審議会の総会委員。
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